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　建設業労働災害防⽌協会（＝建災防）は、労働災害防⽌団体法にもとづき設⽴され、建災防会員
の⾃主的な安全衛⽣管理活動を進めていくことを定款の⽬的に定めています。
　建災防の設⽴根拠となる労働災害防⽌団体法において、建災防は会員の⾃主的安全衛⽣規範とな
る「労働災害防⽌規程」を設定し、建災防会員はこれを順守することが定められております。
　「労働災害防⽌規程」は、昭和41年の設定以来、建設⼯事をとりまく技術動向や安全衛⽣管理活
動の動向を踏まえ、建災防会員の総意のもと、いくたびかの変更を重ね今⽇に⾄っています。
　この間、建災防会員及び建設業関係者の労働災害防⽌活動の継続的な努⼒と、叡智を結集した取
り組みにより、建設業における労働災害の発⽣は死傷災害、死亡災害ともに減少傾向にありました
が、この10年間でみると労働災害の減少が下げ⽌まり傾向にあり、未だ建設⼯事における痛ましい
災害が発⽣しています。昨年は、労働安全衛⽣法が施行され50年の節⽬を迎えました。同法の施行
後、労働災害の顕著な減少が図れましたが、第 1条の⽬的に示されている職場における労働者の安
全と健康の確保及び快適な職場環境の形成を促進させることを、建災防会員並び建設業に関わるす
べての関係者がより⼀層、安全衛⽣管理活動に努めていかなければなりません。
　建災防とその会員は、安全衛⽣管理活動が充実するよう、平成30年から『建設業労働災害防⽌規
程』の変更に着⼿し、令和 5年 6⽉の総代会において、会員の総意を得た変更案をまとめ、この内
容について、労働災害防⽌団体法にもとづき、厚⽣労働⼤⾂の変更認可を受けるべく申請を行った
ところ、令和 5年 9⽉12⽇に「建設業労働災害防⽌規程」の変更認可がなされ、令和 5年12⽉11⽇
より適⽤となっています。
　今般、変更された「建設業労働災害防⽌規程」については、建設⼯事を取り巻く環境の変化や、
化学物質の⾃律的管理、⾜場関係、石綿関係、⼀人親方等への省令の改正などを踏まえ、各規定内
容の適正化を図りました。また、国が策定した第14次労働災害防⽌計画及び国の 5ヵ年計画を基に
建災防が作成した第 9次建設業労働災害防⽌ 5ヵ年計画の⽬標を達成させるために必要な内容も盛
り込みました。この改正と、これら 5ヵ年計画に合わせて、「建設業労働災害防⽌規程」の各規定
の理解を深め、⼀層の周知と順守を促進するため、同規程の解説の改訂版をとりまとめました。
　つきましては、建災防会員におかれては、本書を有効に活⽤されまして、建設業の労働災害を防
⽌し、安全衛⽣⽔準の向上を図るようお願いいたします。
　また、発注機関におかれては、建災防会員が取り組む「建設業労働災害防⽌規程」にもとづく労
働災害防⽌活動及び安全衛⽣経費の必要性に理解と協⼒を賜りますようお願いいたします。
　おわりに、すべての建設業⼯事関係者におかれましては、本書の活⽤による「建設業労働災害防
⽌規程」の順守をお願いし、建設業における無事故無災害の達成に向け、ともに邁進されますよう
お願いいたします。
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